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次期島根県保健医療計画（素案）に対するご意見への対応 

１．素案の修正意見 

No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

1 

第４章 ７．疾病・事業別医療提供

体制の推計及び課題 

 

（パブックコメント） 

・「● 地域医療構想を考える上で、

島根県保健医療計画で定める５疾

病・５事業及び在宅医療のうち、

（略）」とあるが、「５疾患・６事

業」に修正すべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

「第４章 地域医療構想」は、平成 28年 10月の策定時点での議論の内容を記載したものです。そ

のため、今回新たに記載事項として追加となる「感染症に対する医療」は議論に含まれていませんの

で、以下の記載に修正します。（P.31） 

なお、地域医療構想については、国において、新たな地域医療構想の策定に向けた検討が行われて

おり、今後の動向を注視してまいります。 

 

変更前 変更後 

７．疾病・事業別医療提供体制の推計及び課題 

● 地域医療構想を考える上で、島根県保健医

療計画で定める５疾病・５事業      

         及び在宅医療のうち、

特に構想区域を越えた連携を図る必要が

あるものとして、がん、周産期医療、救急

医療（脳卒中・急性心筋梗塞を含む）が考

えられます。 

７．疾病・事業別医療提供体制の推計及び課題 

● 地域医療構想を考える上で、島根県保健医

療計画で定める５疾病・５事業（感染症に

対する医療は除く）及び在宅医療のうち、

特に構想区域を越えた連携を図る必要が

あるものとして、がん、周産期医療、救急

医療（脳卒中・急性心筋梗塞を含む）が考

えられます。 
 

資料２－３ 
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No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

2 

第５章 第２節 １．がん 

【各圏域の状況】浜田 

 

（地域医療支援会議） 

・医師多数区域であっても、診療科

によって偏在がみられる。特に、

地域の拠点となる病院でないと担

うことができないような診療科

は、圏域全体の医療を守るために

も、きちんと維持されるべきであ

る。 

 

 

 

 

（浜田保健所） 

ご意見のとおり、地域の拠点となる病院でないと担うことのできない診療科についてはしっかりと

維持されることが重要です。 

今後も、人材の確保等の課題に対し、関係機関と連携しながら取組を進めてまいります。 

また、下記のとおり字句を修正いたします。（P.56） 

 

変更前 変更後 

【各圏域の状況】浜田 

■ 浜田圏域の人口規模は小さく、拠点病院に

求められる人材の確保や高度医療機器の

更新が、病院経営の観点からも難しくなっ

ていることが課題です。 

 

【各圏域の状況】浜田 

■ 浜田圏域の人口規模は小さく、拠点病院に

求められる人材の確保や  医療機器の

更新が、病院経営の観点からも難しくなっ

ていることが課題です。 

 

3 

第５章 第２節 ３心筋梗塞等の心

血管疾患 

【各圏域の状況】松江 

 

（パブックコメント） 

・「○ 松江圏域の心疾患による死

亡数は、令和３(2021)年は 387人、

全死亡の 12.5％を占め、死因の第

３位です。心疾患の年齢調整死亡

率は減少傾向にあり、国や県平均

より低い状況です。」と記載されて

いるが、「12.5％を占め、死亡順位

は、男性が第２位、女性が第３位

です。」と修正すること。 

 

 

（松江保健所、健康推進課） 

ご意見を踏まえ、下記のとおり記載を修正します。（P.77） 

 

変更前 変更後 

○松江圏域の心疾患による死亡数は、令和３

(2021)年は 387人、全死亡の 12.5％を占め、

死因の第３位です。           

  心疾患の年齢調整死亡率は減少傾向に

あり、国や県平均より低い状況です。 

 

○松江圏域の心疾患による死亡数は、令和３

(2021)年は 387人、全死亡の 12.5％を占め、

死亡順位は、男性が第２位、女性が第３位で

す。心疾患の年齢調整死亡率は減少傾向にあ

り、国や県平均より低い状況です。 
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No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

4 

第５章 第２節 ３心筋梗塞等の心

血管疾患 

【各圏域の状況】隠岐 

 

（市町村・医療審議会委員） 

・在宅でのリハビリや再発予防のた

めの「薬剤管理」と記載すべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（隠岐保健所・健康推進課） 

再発予防のためには、薬物療法や、運動を含めた生活面の管理などがあるため、本文では、まとめ

て「管理」と記載しています。 

なお、本文は重症化予防や救急時の対応に関しても記載しており、冒頭に「再発予防」を記載する

ことは不適当であったため、冒頭の「再発予防」は削除します。（P.79） 

 

変更前 変更後 

【各圏域の状況】隠岐 

■再発予防のかかりつけ医の役割として、基礎

疾患・危険因子の管理、緊急時の除細動等急

性増悪時の対応、在宅でのリハビリや再発予

防のための管理を 訪問看護ステーション、

薬局等と連携して実施していくことが必要

です。 

【各圏域の状況】隠岐 

■     かかりつけ医においては、 基礎

疾患・危険因子の管理、緊急時の除細動等急

性増悪時の対応、在宅でのリハビリや再発予

防のための管理を、訪問看護ステーション、

薬局等と連携して実施していくことが必要

です。 
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No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 
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第５章 第２節 ６救急医療 

 

（島根県救急医療体制検討協議会に

おける委員意見） 

 

・救命救急センターでは、救急、外

科、産科等の専門医が不足し、現

場は疲弊している。 

・医師の働き方改革が始まると、現

状の体制は維持できなくなる。 

・救命救急センターの集約化と機能

分担を進め、拠点病院への救急医

の集約化により三次救急の体制を

強化し、二次救急をしっかり支え

る体制を作ることによって、全県

の救急医療を確保する体制づくり

が必要。 

・急性期からの出口問題、病院救急

車の整備等について記載すべき。 

・山陰自動車道の県西部への延伸に

よる効率的な広域搬送体制の検討

について記載すべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

救命救急センターの集約化については、今後の救急医療の在り方を考える上で重要な視点ですが、

県全体の地域医療の方向性や、各医療機関の経営にも関わる事項ですので、関係者のご意見を伺いな

がら、継続的な検討が必要であると考えております。 

いただいたご意見も踏まえ、以下のとおり修正します。（P.118、P.122） 

 

変更前 変更後 

【基本的な考え方】 

                      

                      

                      

       

 

 

【基本的な考え方】 

● 急性期を脱した患者が、回復期・慢性期や

在宅療養に円滑に移行できるよう、救急医

療機関と地域の医療機関等との連携を推

進します。 

 

【現状と課題】 

（１）救急医療体制 

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

       

 

 

 

【現状と課題】 

（１）救急医療体制 

● 救命救急センターにおいては、増加する救

急搬送に対応する救急、外科、産科等の専

門医が不足し、現状の体制を維持すること

が困難になってきています。 

今後の医療需要の変化や、医師の働き方改

革による影響等に対応し、医療機関・機能

の集約化・重点化と連携の推進、専門医の

適正配置などにより、三次救急の体制を強

化し、二次救急の支援強化を含む、全県的

な救急医療体制の確保に向けた検討が必

要です。 
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No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

5 

 

 

 

 

変更前 変更後 

（２）搬送体制 

● 複数の救急告示病院や救命救急センター

において、病院救急車やドクターカーが運

用されており、医師同乗による現場救急や

転院搬送を担っています。 

                     

                     

                   

 

 

（２）搬送体制 

● 複数の救急告示病院や救命救急センター

において、病院救急車やドクターカーが運

用されており、医師同乗による現場救急や

転院搬送を担っています。 

急性期からの円滑な転院搬送を促進する

ため、病院救急車の整備・活用や病院救急

救命士の養成・確保が必要です。 

 

【施策の方向】 

（１）救急医療体制 

① 現状の救急医療体制の維持充実に努めま

す。 

特に、二次救急については、医療機関連携

を促進し、地域全体で医療機能の水準の維

持充実に努めます。また、二次救急と三次

救急の広域的な連携体制を強化し、全県の

救急医療体制の維持充実を図ります。 

                   

                   

                   

               

 

【施策の方向】 

（１）救急医療体制 

① 現状の救急医療体制の維持充実に努めま

す。 

特に、二次救急については、医療機関連携

を促進し、地域全体で医療機能の水準の維

持充実に努めます。また、二次救急と三次

救急の広域的な連携体制を強化し、全県の

救急医療体制の確保  を図ります。 

なお、現在の救急医療体制が維持できな

くなることを想定し、全県的な救急医療

体制を確保するための広域の連携体制

についても検討します。 

 

 

 

 

 
 

(

続
き) 
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5 

 

 

 

変更前 変更後 

（２）搬送体制 

③ ドクターヘリや防災ヘリコプター、ドクタ

ーカー等を活用した救急患者搬送につい

て、医療機関、消防機関、海上保安庁、自

衛隊等の各関係機関との緊密な連携を図

り、効果的な広域搬送体制を確保します。 

                       

                      

         

 

 

（３）病院前救護体制 

                      

                      

                      

                      

            

 

（２）搬送体制 

③ ドクターヘリや防災ヘリコプター、ドクタ

ーカー等を活用した救急患者搬送につい

て、医療機関、消防機関、海上保安庁、自

衛隊等の各関係機関との緊密な連携を図

り、効果的な広域搬送体制を確保します。 

また、山陰自動車道の県西部への延伸を踏

まえた、効率的な広域搬送体制の在り方を

検討します。 

 

 

（３）病院前救護体制 

⑤ 救急分野における情報通信技術（ICT）の

効果的な活用を推進し、患者の重症度・緊

急度に応じた適切な医療機関への救急搬

送の円滑化や、医療機関や消防機関の業務

効率化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(

続
き) 
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No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

6 

第５章 第２節 ８感染症に対する

医療［感染症予防計画］ 

（13）感染症の予防に関する保健所

の体制の確保に関する事項 

 

（医療審議会委員） 

・国の予防計画策定の手引きでふれ

られたこともあり、今回から保健

所のサージキャパシティが文章化

されたことに大きな意味があると

考える。戦力強化のタイミングは

後追いではなく事業導入に合わせ

て前広の対応が必要。関係機関及

び関係団体との連携においては、

会議を行うだけではなく、定期的

な図上訓練が必要であり、「訓練」

の要素を計画に入れるべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（感染症対策室） 

いただいたご意見を踏まえ、以下のとおり追記します。（P.158） 

 

変更前 変更後 

● 関係各機関及び関係団体との連携 

各関係機関及び関係団体が行う研修へ職

員を積極的に参加させるとともに、その人材

の活用等に努めます。            

                      

● 関係各機関及び関係団体との連携 

各関係機関及び関係団体が行う研修へ職

員を積極的に参加させるとともに、その人材

の活用等に努めます。また、各関係機関及び

関係団体と連携した訓練の実施に努めます。 
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【第５章 第２節 ８感染症に対す

る医療［感染症予防計画］】 

（16）その他の感染症の予防の推進

に関する重要事項 

 

（パブリックコメント） 

 

・次のとおり追記すること。 

● 施設内感染の防止 

特に、高齢者施設等においては、

感染症が発生し又はまん延しないよ

う、対策を検討する委員会の定期的

な開催とその結果について従業者へ

の周知、さらに指針の整備及び研修・

訓練を行う必要があります。また、

感染症発生時にあっても適切な対応

を行うため、業務継続計画の策定や

定期的な見直しを行うとともに、必

要な研修・訓練を行う必要がありま

す。島根県および保険者・市町村に

あっては、高齢者施設における取組

が進むよう、指導・助言を行ってい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（感染症対策室） 

 ご意見を踏まえて、以下のとおり変更します。（P.160） 

 

変更前 変更後 

● 施設内感染の防止 

医療機関、高齢者施設等において、インフ

ルエンザや新型コロナウイルス感染症、薬剤

耐性菌感染症等の感染症が発生し又はまん

延しないよう、最新の医学的知見等を踏まえ

た施設内感染に関する情報をこれらの施設

の開設者又は管理者に適切に提供するよう

努めます。             

（略） 

特に、高齢者施設等においては、     

                      

                      

                      

                感染症

発生時にあっても適切な対応を行うため、業

務継続計画の策定や定期的な見直しを行う

とともに、必要な研修・訓練を行う必要があ

ります。また、保険者・市町村にあっては、

高齢者施設における取組の支援に努める必

要があります。 

（略） 

● 施設内感染の防止 

医療機関、高齢者施設等において、インフ

ルエンザや新型コロナウイルス感染症、薬剤

耐性菌感染症等の感染症が発生し又はまん

延しないよう、最新の医学的知見等を踏まえ

た施設内感染に関する情報をこれらの施設

の開設者又は管理者に適切に提供するよう

努め、必要な指導・助言を行います。 

（略） 

特に、高齢者施設等においては、感染症が

発生し又はまん延しないよう、対策を検討す

る委員会の定期的な開催とその結果につい

て従業者への周知、さらに指針の整備及び研

修・訓練を行う必要があります。また、感染

症発生時にあっても適切な対応を行うため、

業務継続計画の策定や定期的な見直しを行

うとともに、必要な研修・訓練を行う必要が

あります。   保険者・市町村にあっては、

高齢者施設における取組の支援に努める必

要があります。 

（略） 
 



- 9 - 

 

No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

8 

第５章 第２節 ９地域医療（医師

確保等によるへき地医療の体制確

保） 

９）電話相談システムの活用 

 

（医療審議会委員） 

 

・へき地に居住する通院困難な高齢

者の不安等に対し、いつでも相談

できる看護師等による電話相談体

制の仕組みを検討する旨を追記す

べき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

ご意見を踏まえ、以下のとおり追記します。（P.175） 

 

変更前 変更後 

【施策の方向】 

（１）地域医療支援体制の構築 

 ９）電話相談システムの活用 

   乳幼児をもつ保護者の医療に関する不

安等に応じる仕組みとして導入した「子ど

も医療電話相談（#8000）事業」について

は、広く制度の周知に努め、利用を促進し

ます。                   

                      

                      

                      

 

【施策の方向】 

（１）地域医療支援体制の構築 

 ９）電話相談システムの活用 

   乳幼児をもつ保護者の医療に関する不

安等に応じる仕組みとして導入した「子ど

も医療電話相談（#8000）事業」について

は、広く制度の周知に努め、利用を促進し

ます。また、市町村や保険者などと連携し、

電話等による相談や、医療機関の受診や救

急要請に関する全国共通番号による電話

相談（#7119）の導入について検討します。 
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第５章 第２節 ９地域医療（医師

確保等によるへき地医療の体制確

保） 

 

（医療審議会委員） 

 

・保健師は住民と行政の顔の見える

関係づくりとしての役割を担うこ

とから定期的な家庭訪問等による

支援に必要であり、また訪問看護

師は地元医師会等と連携した支援

等を担うことから、これら専門職

の確保について、追加すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

行政に携わる保健師の確保については、医療計画への記載にはそぐわないものと考えており、いた

だきましたご意見につきましては、看護職員確保の推進にあたり、参考にさせていただきます。 

また、訪問看護師確保の支援については、ご意見を踏まえ、追加記載します。（P.178） 

 

変更前 変更後 

【施策の方向】 

（３）看護職員を確保する施策の推進  

２）県内就業促進 

① （略） 

② （略） 

＿                    

                     

                     

                     

                     

                     

         

 

【施策の方向】 

（３）看護職員を確保する施策の推進  

２）県内就業促進 

① （略） 

② （略） 

③ 訪問看護師については、令和５(2023)

年４月に設置した島根県訪問看護支援

センターを中心として、医療機関、行政

機関等の関係機関とも連携しながら、

人材の確保及び養成、訪問看護ステー

ションに対する総合的な支援等を実施

します。 
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第５章 第２節 12在宅医療 

【在宅医療に係る数値目標】 

 

（島根県薬剤師会） 

・在宅医療に係る数値目標におい

て、現行計画にあった「訪問薬剤

指導を実施している事業所数」に

関する指標が省略された理由とそ

の考え方を示すこと。 

・また、昨今の在宅における薬剤師

の薬剤管理職能の重要性を鑑み、

次期計画においても引き続き同指

標を設定すべき。 

 

（パブリックコメント） 

・私たち島根県内の薬局薬剤師も、

他県の薬剤師と同様に、在宅医療

に貢献すべく、多くの研修会や多

職種連携の会議等に参加していま

す。厚労省の「第８次医療計画等

に関する意見のとりまとめ」にあ

るように、薬局の訪問管理指導に

ついて、以下の２つの数値目標を

記載して頂けないでしょうか。 

① 訪問薬剤管理指導を実施して

いる薬局数 

② 訪問薬剤管理指導を受けてい

る患者数 

 

 

 

（医療政策課・薬事衛生課） 

 これまで、「訪問薬剤指導を実施している事業所数」を在宅医療の数値目標として設定していまし

たが、策定時（平成 29年度）の 88か所から令和２年度の 187か所へ大幅に増加したことから、一定

の体制整備が進んだものと評価し、次期計画での数値目標設定は見送る方向で検討していました。 

 ご意見を踏まえ、次期計画での目標は、薬局における訪問薬剤管理指導を実施できる体制を維持す

る観点から、改めて以下のとおり数値目標を設定します。（P215、229） 

 

【在宅医療に係る数値目標】 

 

項  目 現 状 

目標 

備考 
令和８ 

(2026) 

年度末 

⑪訪問薬剤管理指導を実施可能

な薬局数 

 

293か所 

(令和５(2023)年９月) 
維持 

島根県薬局機

能情報（※） 

 ※令和６年度以降は、薬局機能情報の全国統一化により、G-MISとなります。 
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第５章 第２節 12在宅医療 

【基本的な考え方】 

 

（医師会、医療審議会委員） 

・「急変時の対応及び見取りを行う

ための医療機関間の連携の構築」

とあるが、「医療機関・介護機関間

の連携の構築」とすべき。在宅で

の看取りのためには、意思決定支

援含め、ケアマネ・介護保険サー

ビスの関与がほぼ必須となるため

医療機関間だけでなく、関わるす

べての機関の連携の構築が必要な

ため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

ご意見のとおり、在宅医療における 24時間対応、急変時の対応及び看取りについては、医療機関だ

けでなく介護事業所との連携も重要と考えますので、以下のとおり記載を修正します。（P.203） 

 

変更前 変更後 

【基本的な考え方】 

● （略） 

24時間対応、急変時の対応及び看取りを行

うための医療   機関間の連携の構築

や情報通信機器の活用等による対応力強

化の構築が求められています。 

 

【基本的な考え方】 

● （略） 

24時間対応、急変時の対応及び看取りを行

うための医療・介護機関間の連携の構築や

情報通信機器の活用等による対応力強化

の構築が求められています。 
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第５章 第２節 12在宅医療 

（３）日常の療養支援 

 

（医師会、医療審議会委員） 

 

・令和６年１月現在、県内の訪問看

護ステーションには 12施設 12 名

の作業療法士が従事しています。

作業療法士・理学療法士も訪問看

護ステーションというサービス形

態の中より日常の療養支援の一翼

を担っております。日常の療養支

援に関する機能として、訪問看護

ステーションに従事する療法士

（数）の存在についても掲載を検

討すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（高齢者福祉課・医療政策課） 

 在宅の療養支援では、訪問看護職員の方とともに、療法士の方にも参画していただき、サービス

を提供しており、今後も引き続き役割が高まっていくものと想定されますので、本文について下記

のとおり追加いたします。（P.209） 

 

変更前 変更後 

（３）日常の療養支援 

② 口腔ケア、栄養摂取、生活機能の維持・向

上を目指すリハビリテーションなどを担

う多職種の協働により、患者やその家族の

生活を支える観点からの医療の提供体制

構築を図ります。               

                      

                      

                      

              

 

（３）日常の療養支援 

② 口腔ケア、栄養摂取、生活機能の維持・向

上を目指すリハビリテーションなどを担

う多職種の協働により、患者やその家族の

生活を支える観点からの医療の提供体制

構築を図ります。また、訪問看護ステーシ

ョンにおいて、看護職と作業療法士等のリ

ハ職が連携して療養支援を行うことによ

り、緩和ケアや医療依存度の高い患者に対

する支援体制の構築を図ります。 
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第６章 第１節 健康長寿しまねの

推進［健康長寿しまね推進計画］ 

 

（パブックコメント） 

・「口腔機能の低下による聴力の衰

え」とあるが、聴力に関連はある

のか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（健康推進課） 

ご指摘のとおり、口腔機能の低下による聴力の衰えに関しては、研究段階であり関係性が明確に示

されていないことから、下記のとおり削除します。（P.303） 

 

変更前 変更後 

● （略） 

高齢期では口腔機能の低下による聴力の

衰え、認知症やフレイルなど、全身の健康

への影響が大きくなるため、オーラルフレ

イル（口腔機能の衰え）を予防することが

重要です。口腔機能を維持し、バランスの

よい食事をとり続けるためにも、定期的に

歯科医院で口腔内のチェックやケアを受

けることが重要です。 

 

● （略） 

高齢期では口腔機能の低下による     

  認知症やフレイルなど、全身の健康へ

の影響が大きくなるため、オーラルフレイ

ル（口腔機能の衰え）を予防することが重

要です。口腔機能を維持し、バランスのよ

い食事をとり続けるためにも、定期的に歯

科医院で口腔内のチェックやケアを受け

ることが重要です。 
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第６章 第１節 健康長寿しまねの

推進［健康長寿しまね推進計画］ 

（４）多様な実施主体による連携の

とれた効果的な運動の推進 

 

（パブリックコメント） 

 

・３つのキャッチコピーは何なのか

注釈をつけるべき。また、施策の

方向性に「＋１活動」の推進につ

いて記載すべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（健康推進課） 

ご意見を踏まえ、下記のとおり記載を修正します。（P.308）   

 

変更前 変更後 

【現状と課題】 

● 今の健康づくりに何か１つ取組を付け加

える「＋１（プラスワン）活動」を、県民

に分かりやすく伝えるため３つのキャッ

チコピー                   

                      

                    

   を作成し推進しています。 

 

 

【施策の方向】 

① 関係機関・団体はもとより、庁内関係部局

も含めた多様な分野との連携を強化し、

様々な手法で健康づくりの情報発信・啓発

を行い、健康長寿しまね県民運動の機運の

醸成を図ります。            

                      

            

 

【現状と課題】 

● 今の健康づくりに何か１つ取組を付け加

える「＋１（プラスワン）活動」を、県民

に分かりやすく伝えるため３つのキャッ

チコピー（「あと塩分マイナス１ｇ」「あと

野菜プラス 70ｇ」「あと 10分！あと 1,000

歩！すきま時間に ちょいトレチャレン

ジ」）を作成し推進しています。 

 

 

【施策の方向】 

① 関係機関・団体はもとより、庁内関係部局

も含めた多様な分野との連携を強化し、

様々な手法で健康づくりの情報発信・啓発

を行い、健康長寿しまね県民運動の機運の

醸成を図ります。今の健康づくりに何か１

つ取組を付け加える「＋１（プラスワン）

活動」を推進します。 
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第６章 第２節 健やか親子しまね

の推進［健やか親子しまね計画］ 

 

（市町村） 

・「● 厚生労働省の調査では、不妊

治療を経験した人のうち、16％が

不妊治療と仕事を両立できずに離

職しています。」と記載されている

が、頻回な受診、限定された期間

での受診を要するなど、通院と仕

事の日程調整が難しい理由を記載

すべき。 

 

（市町村） 

・「不妊治療についての認識浸透し

ていないため、」と言い切ってよい

か。治療を受けていることを言え

ない、言いたくない、当事者側の

事情もあるのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（健康推進課） 

ご意見を踏まえ、下記の記載に修正します。（P.339） 

不妊治療と仕事の両立を困難としている要因としては、通院回数が多いこと、精神面での負担が大

きいこと、仕事と通院の日程調整が難しいことなどの声があるとともに、そもそも企業や職場内にお

いて不妊治療等についての認識があまり浸透していないことも背景にあるとされております。また、

不妊治療を受けていることを職場に知られたくない方がいることにも配慮しながら、個々の企業にお

いて不妊治療を受けやすい職場環境を整備していくことが求められており、企業の理解が進むよう取

り組んでまいります。 

 

変更前 変更後 

【現状と課題】 

＜妊娠・出産＞ 

● 厚生労働省の調査では、不妊治療を経験し

た人のうち、16 ％が不妊治療と仕事を両

立できずに離職しています。       

  身体的・精神的負担が大きく、通院と

仕事の日程調整が難しい  といった不

妊治療についての認識が   浸透して

いないため、企業には不妊治療についての

理解促進や仕事をしながら不妊治療を受

ける上での相談窓口の周知や体制の整備

が求められます。 

 

【現状と課題】 

＜妊娠・出産＞ 

● 厚生労働省の調査では、不妊治療を経験し

た人のうち、16 ％が不妊治療と仕事を両

立できずに離職しています。通院回数の多

さ、身体的・精神的負担の大きさ、通院と

仕事の日程調整の難しさなどといった不

妊治療についての認識があまり浸透して

いないため、企業には不妊治療についての

理解促進や仕事をしながら不妊治療を受

ける上での相談窓口の周知や体制の整備

が求められます。 
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第６章 第２節 健やか親子しまね

の推進［健やか親子しまね計画］ 

【施策の方向】① 

（市町村） 

・対応する現状と課題となく、突如

「１歳６か月」や「職場環境づく

り」というワードが出てきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（健康推進課） 

重点課題①では当初「育てにくさを感じる親に寄り添う支援」という項目で、課題と現状を整理し

ていました。検討の過程で３つの基盤課題と２つの重点課題を再度整理しなおし、「医療的ケア、発達

障がいなどの専門的医療を必要とする方への支援」を重点課題①とし、重点課題①に含めていた「育

児不安や育児負担を抱える方への支援」は重点課題②に移すこととしました。 

ご意見のとおり、重点課題①では対応する課題と現状の記載がなく、重点課題②に課題と同様の取

組を記載していることから、施策の方向の記載を下記に変更します。（P.352） 

 

変更前 変更後 

【施策の方向】 

① 様々な母子保健活動の中で、親の発する育

てにくさのサインに気づき、子ども、親、

そして親子関係の多様性を尊重し、寄り添

うことができる人材育成に努めます。特に

１歳特に１歳６か月以降の育児支援につ

いて、職場環境づくりと並行した新のあり

方を検討します。 

 

【施策の方向】 

① 様々な母子保健活動の中で、親の発する育

てにくさのサインに気づき、子ども、親、

そして親子関係の多様性を尊重し、寄り添

うことができる人材育成に努めます。            
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第６章 第５節 健康危機管理体制

の構築 

 

（医療審議会委員） 

 

・【基本的な考え方】で「総合的な」

と表記されているが、特に大規模

災害対策では「包括的な」保健・医

療・福祉対策が必要である。特に

透析患者や人工呼吸器装着患者な

どのいわゆる医療難民を出さない

よう対策を講じることが求められ

る。また、災害ケースマネジメン

トの観点から、伴走型支援や、多

様な主体の連携による支援の構築

が重要であることからも、大規模

災害対策の部分に「包括的」とい

う文言を書き込むべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（健康福祉総務課） 

ご意見を踏まえ、内容がわかるよう下記の記載に修正します。（P.363） 

 

変更前 変更後 

（２）大規模災害対策 

● （略） 

 

● 大規模災害時では、従来の保健・医療の

連携に福祉分野を加えた３分野を連携 

させた   対策をとる必要がありま

す。 

 

（２）大規模災害対策 

● （略） 

 

● 大規模災害時では、従来の保健・医療の

連携に福祉分野を加えた３分野が連携

し、包括的な対策をとる必要がありま

す。 
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第７章 第１節 医師の確保・育成

［医師確保計画］ 

 

（地域医療支援会議） 

 

・「児童・生徒の段階に応じた医療従

事者を目指すきっかけとなる取

組」はどれだけ意味があるのか。

10年以内に医学部定員を削減する

という議論もあり、どれだけうま

くいくのか疑問である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

県内の高校からの医学部進学者数は、平成 30年度に 50名となったものの、その後減少に転じ、近

年は 40名前後の横ばいで推移しています。 

県内定着する医師を確保するためにも、早い段階から医療従事者を目指すきっかけを創り、段階的

に地域医療や医師の仕事について理解を深めていくことで、一定程度の県内出身者数を確保し、県内

定着が図れるよう教育庁や関係機関と連携して地域医療教育等を充実させていく必要があると考え

ております。 

ご意見を踏まえ、県内高校からの医学部進学者数の推移を追加します。（P.373） 

 

（表追加） 
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第７章 第３節 その他の保健医療

従事者の確保・育成 

（１）看護職員 

 

（市町村・医療審議会委員） 

・看護職員について、「若年層の離職

率が高い」「募集しても応募者が少

ない」等の具体的な原因の記載が

必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

ご意見を踏まえ、具体的な原因や状況を記載します。（P.430） 

 

変更前 変更後 

【現状と課題】 

（１）看護職員 

● 病院では、産休育休取得者の増加や夜勤

体制の見直し  により、また、介護保

険施設・社会福祉施設では  医療・介

護双方のニーズを有する利用者の増加

に伴い、医療的ケアの充実が求められて

いることなどにより 看護職員の需要

が増加する一方で、          

   担い手となる若年層が減少している

ことから、                 

                 そ

の確保が課題となっています。 

【現状と課題】 

（１）看護職員 

● 病院では、産休育休取得者の増加や夜勤

体制の見直しなどにより、また、介護保

険施設・社会福祉施設では、 医療・介

護双方のニーズを有する利用者の増加

に伴い 医療的ケアの充実が求められ

ていることなどにより、看護職員の需要

が増加する一方で、少子化、過疎化によ

り担い手となる若年層が減少し、看護師

等学校養成所の受験者や、医療機関の採

用試験の応募者の減少が生じており、そ

の確保が課題となっています。 
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20 

第７章 第３節 その他の保健医療

従事者の確保・育成 

（２）歯科医師・歯科衛生士・歯科技

工士 

 

（医療審議会委員） 

・歯科医師に関する記載が十分では

ない。今後の地域医療を考えると、

歯科医師数の減少は危機的な状況

であるため、確保対策を強化する

ような記載をしてはどうか。 

・歯科医師の高齢化の進展や地域偏

在等のため、中山間地域の歯科医

師が減少している。そのような状

況で、各種健診や訪問診療などの

負担が大きくなり、過労により体

調を崩した事例もある。中山間地

域・離島の歯科医療を守るため、

人材確保などの方策について一緒

に検討していきたい。 

・次期計画時においては歯科診療所

の現状、課題、取組方針や歯科医

師の確保についても具体的な記載

となるよう、計画の記載内容事項

についても国との検討・協議をお

願いする。 

 

 

（医療政策課・健康推進課） 

歯科医師の高齢化や歯科診療所の減少等、歯科保健医療体制の維持・確保が課題となってきている

ことから、ご意見を踏まえ、以下のとおり記載を追加・修正します。（P.436） 

また、歯科医師確保に向けては、県、市町村、大学及び島根県歯科医師会等と連携して検討を進め

ることとしており、必要に応じて、国への協議、要望等を行ってまいります。 

 

変更前 変更後 

【現状と課題】 

（２）歯科医師・歯科衛生士・歯科技工士 

                      

                    

                    

                    

                    

                    

           

 

【施策の方向】 

（２）歯科医師・歯科衛生士・歯科技工士 

                      

                    

① 特に歯科医師が少ない中山間地域・離島等

においても歯科医療を継続して提供でき

るよう、  市町村や大学、 島根県歯科

医師会等と連携し、歯科医師の確保に向け

た検討を進めます。 

② （略） 

【現状と課題】 

（２）歯科医師・歯科衛生士・歯科技工士 

● 令和５年度に島根県歯科医師会が実施し

た調査によると、半数を超える歯科診療所

が 60歳以上の開設者により運営されてい

ます。そのうち承継者がいる歯科診療所は

４割に満たない状況であり、この傾向は中

山間地域・離島に限らず、松江、出雲地区

でも同様です。 

 

【施策の方向】 

（２）歯科医師・歯科衛生士・歯科技工士 

① 歯科保健医療対策の充実に向けて、関係者

による会議等を活用して議論を行います。 

② 特に歯科医師が少ない中山間地域・離島等

においても歯科医療を継続して提供でき

るよう、県、市町村、大学及び島根県歯科

医師会等が連携し、歯科医師の確保に向け

た検討を進めます。 

③ （略） 
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２．素案の修正は行わないが、今後の施策の参考とする意見 

No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

21 

計画全体 

 

（医療審議会委員） 

・「県民が住み慣れた地域で安心して医療を受けられる。」地理的、

人口減少、様々な困難がある中、各関係機関が協力し知恵を出

し合い、一歩一歩目標実現にむけて努力する計画であると信じ、

願っています。医師、各医療関係者の皆様には、只々、感謝を

申し上げます。 

 

（医療政策課） 

計画の趣旨にご理解をいただき、ありがとうございます。ご意見は関

係者の皆様と共有させていただきます。 

県としましても、引き続き、関係機関と連携しながら、医療提供体制

の構築に向けて取組を進めてまいります。 

22 

第１章 第２節 計画の基本理念 

 

（医療審議会委員） 

・前回の医療計画策定時より状況が切迫しているが、一番の見せ

場が保守的な原文にとどまっていて、大胆な総括をしていない

のではないか。 

 

（医療政策課） 

県では、2025年を目途に、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、サービス提供体制の構

築や従事者の確保、医療介護連携の推進を中心に各種施策を実施してき

ました。 

また、各地域においては、将来の人口推計や医療介護需要推計を踏ま

えた医療や介護サービスの提供の在り方等について、医療・介護関係者

や市町村等との議論が始まっているなど、地域包括ケアシステムの構築

に向けた取組が着実に進んできています。 

人口減少、高齢化、従事者の不足など、課題は大きくなっております

が、これまで積み上げてきた取組や各地域での議論を踏まえ、引き続き、

基本理念で掲げる考え方をもとに計画を推進してまいります。 

また、今後、状況を見極めながら、必要な見直しを検討してまいりま

す。 
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23 

第５章 第１節 １医療連携体制の構築 

 

（保険者協議会） 

・医療提供体制として圏域内連携を強化するためには、「かかりつ

け医の充実」は必要であり、そのため総合診療医の養成・確保

も引き続き進めていただきたい。また、計画を進めるにあたっ

ては、住民・患者の理解（※）を促すための情報提供の徹底も

必要と考える。 

 

※ 完治してから退院するのが当たり前の意識を変える。退院後

の環境不安への対応等。 

 

（医療政策課） 

患者・住民の視点に立てば、日ごろから身近で相談に乗ってもらえる

「かかりつけ医」をもつことが重要であり、「かかりつけ医」はその機能

を地域で十分に発揮することが期待されます。 

地域の医療機関では患者を幅広く診察する総合診療医が必要と考え

ており、県立中央病院の地域総合医育成科の取組や島根大学医学部附属

病院に設置されている総合診療医センターとの連携などにより、引き続

き、県内で活躍する総合診療医の養成を進めてまいります。 

また、地域医療の置かれている状況やこれから目指す医療の在り方に

ついて、県、市町村、医療・介護関係者等が協力して、住民の理解を深

める取組を進めるほか、かかりつけ医を持つことや上手な医療機関のか

かり方など、住民に求められている役割についての普及啓発に努めてま

いります。 

 

24 

第５章 第２節 １がん 

（３）がん医療 

 

（医療審議会委員） 

・健診については、交通事情等から医療機関等で受信される以外

にも、身近な公民館等で実施される集団検診を利用される方も

多い状況です。県内においても市町村で特定健診と合わせてが

ん検診を実施されているところです。しかしながら、市町村に

よって、多くの種別のがん検診を実施されているところもあれ

ば、健診種別が少ない、同時実施がない市町村も見受けられま

す（別添資料参照）。市町村によって様々な事情があろうかと考

えますが、県民の利便性向上のため、どの地域でも同じような

形で健診を受けられる環境は必要であると考えます。島根県に

は、地域による受診環境の偏在を是正するための取組をお願い

します。 

 

 

（健康推進課） 

 市町村によって、マンパワーや予算規模、また、がんの罹患や死亡の

状況が異なるため、がん検診等を一律に実施することは難しいと考えて

います。 

 しかしながら、住民の利便性を考慮し特定検診と同時にがん検診を実

施するなど、受診率の向上を図っている市町村もありますので、県とし

て市町村担当者会議等で紹介しているところです。 

今後も市町村と連携し、住民の方ががん検診を受けやすい体制整備に

取り組んでいきます。 
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25 

第５章 第２節 １がん 

【施策の方向】 

（１）がん予防（発生リスクの低減、早期発見・早期受診） 

 

（保険者協議会） 

・毎年度において、市町村が主体として行っている特定健診の集

団健診については、地域により「がん検診」を同時に受診でき

るが、同時に受診できない地域もある。また、同時に受診でき

ても、がん検診の種別が１種類と少ない地域がある。特定健診

とがん検診の受診率向上や受診者の利便性向上のため、特定健

診とがん検診の同時実施の推進について、島根県の統括的な支

援をお願いする。 

 

（健康推進課） 

市町村によって、マンパワーや予算規模、また、がんの罹患や死亡の

状況が異なるため、がん検診等を一律に実施することは難しいと考えて

います。 

 しかしながら、住民の利便性を考慮し特定検診と同時にがん検診を実

施するなど、受診率の向上を図っている市町村もありますので、県とし

て市町村担当者会議等で紹介しているところです。 

今後も市町村と連携し、住民の方ががん検診を受けやすい体制整備に

取り組んでいきます。 

 

26 

第５章 第２節 ８感染症に対する医療［感染症予防計画］ 

 

（医療審議会委員） 

・感染症指定医療機関には発生早期からの対応が求められるが、

ここでいう「平時の検査実施体制の充実」というのは具体的に

どのようなことを想定されているのか。 

・発生早期ということは、患者隔離のための感染症病床の確保が

必要である。できればより具体的な目標を設定してもらうとよ

い。 

 

 

 

 

 

 

（感染症対策室） 

新興感染症の発生早期の段階における感染症指定医療機関の役割は、

新興感染症患者（疑い例も含む）に対する入院医療、発熱外来（診療・

検体採取）を主に想定しています。発生早期の検査体制については、主

に県保健環境科学研究所が担うことを想定しており、新興感染症の発生

に備えた県保健環境科学研究所の検査体制の整備に取り組むこととし

ています。 

病床については、今後の新興感染症に備え、新型コロナウイルス感染

症で確保した規模と同等の病床を速やかに確保できるよう県内の病院

と協定締結を進めているところです。 

実際に新興感染症が発生した際には、確保した病床に円滑に入院がで

きるよう入院調整体制を構築するとともに、地域での感染拡大のフェー

ズなどの実情に応じ、入院対象者等の範囲を明確にしながら、患者の療

養先の振り分けや入院調整を行うこととしています。 

また、発生した新興感染症が、事前の想定とは大きく異なる事態とな

った場合は、その特性に合わせて協定の内容を見直すなど、実際の状況

に応じた機動的な対応を行うこととしています。 
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27 

第５章 第２節 ９地域医療（医師確保等によるへき地医療の体

制確保） 

７）通院手段の確保 

 

（医療審議会委員） 

・通院手段の確保に併せて下記内容を追記すること。 

『誰１人取り残さない地域医療を支援するために、巡回診療や

へき地診療所への受診困難な無医地区・準無医地区に居住する

高齢者への医療支援について、保健所及び市町村と検討を進め

ます』 

 

（医療政策課） 

各地域で一次医療の維持・確保のために必要な方策を、医療機関、医

師会、歯科医師会など関係団体と市町村、県が連携し検討を進めていく

こととしており、本計画において【施策の方向】（１）２）①（P.174）

に記載しているところでです。 

無医地区・準無医地区に居住する高齢者への医療支援についても、そ

ういった場を活用して検討してまいります。 

 

 

 

 

28 

第５章 第２節 ９地域医療（医師確保等によるへき地医療の体

制確保） 

 

（保険者協議会） 

・令和６年度の協会けんぽ全国の取組みとして、特定健診の受診

率向上のため、集団健診会場において歯科検診をオプションで

実施するが、島根県内の健診機関においては、歯科医師の確保

ができないため実施が困難とのことである。特に島根県内の西

部地域において、医師確保等の問題もあるが、特定健診と歯科

検診の同時実施に向け、島根県の支援をお願いする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課、健康推進課） 

 島根県では、20 歳代、40 歳代、60 歳代での進行した歯周病の有病率

が増加しており、事業者や医療保険者等と連携して、歯科健診（検診）

及び特定健診、歯科口腔保健指導を受ける機会を確保することが重要と

考えています。 

歯科医師の確保や、特定健診と歯科検診の同時実施を含めた歯科検診

の実施体制について、歯科医師会等関係者と検討してまいります。 
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29 

第５章 第２節 ９地域医療（医師確保等によるへき地医療の体

制確保） 

 

（医療審議会委員） 

・過疎化が進む地域では、医療機関の減少は地域存亡にかかわる

課題であり、行政や医師会等の関係者が連携し、将来を見据え

た取組を進める必要がある。県内の好事例を共有し、県全体で

歩調を合わせた取組を進めるべきである。 

 

（医療政策課） 

ご意見にあるように、過疎化が進む中山間地域・離島を中心に、開業

医の高齢化・後継者不足等による診療所数の減少が進んでおり、在宅医

療を含む一次医療の維持・確保が課題となってきています。 

各地域においては、将来の人口推計や医療介護需要推計を踏まえた医

療や介護サービスの提供の在り方等について、医療・介護関係者や市町

村等との議論が行われています。 

また、令和４年度には、島根県医師会のご協力により、県内 14 の医

療・介護関係団体が参画する在宅医療介護連携推進事業研究会を設置

し、在宅医療に関する現状と課題の整理や人材育成、情報発信に取り組

んでいただいています。 

県としましても、在宅医療に携わる関係職種間の連携をさらに推進す

るための研修会等を引き続き実施し、県内の好事例を共有する機会とす

るなど、ご意見も参考にしながら必要な取組を進めてまいります。 

 

30 

第５章 第２節 12在宅医療 

 

（医療審議会委員） 

・数値目標である訪問看護師数を現状の 460.3 人（令和５年度）

から 520.0人（令和８年度）へ増加させるということであるが、

この根拠はどのようなものか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（高齢者福祉課） 

訪問看護職員数については、創生計画の KPI と同様の 15 人／年程度

を利用して設定しています。 

創生計画の R6年度目標値は 490人であり、R8年度については１５人

×２年を加算した 520人としています。 

 



- 27 - 

 

No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

31 

第５章 第２節 12在宅医療 

 

（医療審議会委員） 

・在宅医療を担う医師に加え、訪問看護ステーションにも地域偏

在があり、地域ごとに様々な課題がある。関係機関とのネット

ワークづくりを進め、話し合いの場での意見交換を通して、県

全体で在宅医療を支える仕組みが必要。 

 

（医療政策課・高齢者福祉課） 

県内の訪問看護ステーション数は徐々に増加していますが、そのうち

約 2/3が松江・出雲圏域内にあり、中山間地域・離島にはステーション

の数が少なく、地域偏在が生じています。 

在宅医療を含めた一次医療の確保や医療と介護の連携強化等につい

ては、引き続き二次医療圏単位での取組を進めるとともに、住民により

身近な市町村を主体とした議論が進むよう、必要な支援を行います。 

なお、訪問看護の充実に向けては、島根県医師会、島根県看護協会、

島根県訪問看護ステーション協会等を構成団体とする島根県訪問看護

支援検討会を核とし、島根県訪問看護支援センターの具体的な活動につ

なげていくこととしています。 

また、県内在宅医療・介護の連携推進については、島根県医師会に事

業委託をして研修等を行っておりますが、さらなる推進に向けて既存の

会議などを活用し関係機関からの意見をいただきながら、仕組みづくり

の推進を図ってまいります。 

 

32 

第５章 第２節 12在宅医療 

 

（医療審議会委員） 

・県は「市町村を主体とした議論を支援」とあるが、医療資源が

限られる市町村にとっては難しいのではないか。 

・また、市町村の枠組みを越えた広域的な議論については、保健

所を含めて県がリーダーシップを図ることが必要。 

 

（医療政策課） 

島根県保健医療計画では、地域に密着した保健・医療サービスを提供

する一次医療圏を市町村単位として設定しています。 

近年、中山間地域・離島を中心に、開業医の高齢化・後継者不足等に

より診療所数が減少し、一次医療の維持・確保が課題となってきている

ことから、地域での医療や介護サービスの提供の在り方について、市町

村ごとでの議論を一層進めていくことが重要と考えます。 

特に、医療資源が限られる市町村では、近隣自治体と連携した検討・

取組が求められることから、県としても関係機関との調整等、必要な支

援を行ってまいります。 

また、県ではこれまで、保健所を中心として、二次医療圏ごとに医療提

供体制の構築を図ってきました。ご意見にあるような市町村の枠組みを

超えた広域的な医療連携については、引き続き、医療、介護、行政等の

関係者による協議の場等を活用して議論を進めてまいります。 

 



- 28 - 

 

No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

33 

第５章 第２節 12在宅医療 

（１）在宅医療提供体制の構築 

 

（医療審議会委員） 

・在宅医療提供体制の構築について、サービス資源を増やしてい

くための方策が「連携」、「体制整備」などにとどまっており、

具体的な人材確保に向けた事業などを示すべき。 

 

（医療政策課） 

訪問診療を実施する医科及び歯科診療所の維持・確保が課題となって

いることから、関係団体と連携し、医師及び歯科医師の確保や負担軽減

のための取組を推進することを新たに記載しています。 

また、特定行為研修を修了した看護師の普及啓発や研修の受講支援、

訪問看護における活用の推進等に取り組むこととしています。 

なお、職種ごとの人材確保に向けた取組等については、「第７章 保健

医療従事者の確保・育成」でより具体的に記載しています。 

 

34 

第５章 第２節 12在宅医療 

（２）退院支援 

 

（島根県医師会、医療審議会委員） 

・計画には、「関係者間での情報共有が重要です。」と記載され

ているが、お互いの機関のニーズにマッチした情報が標準化さ

れた形で共有されることが必要である。今般の診療報酬のトリ

プル改定においても、今後はその「標準化」を進めていくこと

が必須とされているため、「関係者間での標準化された情報の

共有が重要です。」とすべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

ご意見にあるように、退院支援等の場において、関係者間で標準化さ

れた情報が共有されることにより、より円滑な連携が進むことが望まれ

ます。 

県ではこれまで、「島根県入退院連携ガイドライン」の活用、各圏域に

おける入退院調整ルールの議論促進等に取り組んできたところですが、

圏域を越えた医療連携が進む中、より広域での情報共有に課題も生じて

います。 

今後、よりスムーズな入退院支援や連携体制の構築に向けて現状把握

や課題整理を進め、情報の標準化を含め、必要な施策について検討して

まいります。 
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第５章 第２節 12在宅医療 

（３）日常の療養支援 

 

（島根県医師会、医療審議会委員） 

・入院療養から円滑な在宅療養への移行においては、「移行期訪問

看護」等外泊を含めた入院中からの連携がより必要となると思

われるため、次のとおり修正すべき。 

「● 病院の退院時から訪問看護ステーションとの連携を深

め、在宅医療に円滑に移行できるよう病院看護師と訪問看護ス

テーションの看護師の人材育成を目的に、短期間の訪問看護ス

テーション相互研修、長期間の訪問看護出向研修など、関係者

の協力により取り組んでいます。」 

 → 「● 病院の入院中から訪問看護ステーションとの連携を

深め、在宅医療に円滑に移行できるよう病院看護師と訪問看護

ステーションの看護師の人材育成を目的に、短期間の訪問看護

ステーション相互研修、長期間の訪問看護出向研修など、関係

者の協力により取り組んでいます。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

ご意見のあった文章については、病院看護師と訪問看護ステーション

の看護師が、一定期間、他の医療機関で業務に従事することで、退院支

援・在宅療養支援のスキルアップや相互理解の促進、連携の強化につな

げること等を目的とした研修事業に取り組んでいることを記載したも

のです。 

一方、ご意見にあるように、入院医療機関には、入院初期から退院後

の生活を見据えた退院支援を開始することが求められていることから、

今後、医療機関への研修事業等を検討する際の参考とさせていただきま

す。 

なお、文中の「在宅医療」は入院医療との対比として表現しています。 
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第５章 第２節 12在宅医療 

【各圏域の状況】 

 

（島根県医師会、医療審議会委員） 

・県央保健所の調査においては、ACP が実施できていない理由と

して、文中の理由があったと思われるが、2022年度日本介護医

療院調査では ACPカンファレンスへの本人参加は 2,249回のう

ち 136回の参加に留まっているという結果がある。「本人の意思

決定が基本」であるのに、本人参加ができなければ本来の ACP

にはならないとすれば、施設では ACP は実施できないのではな

いか。介護医療院の結果こそが、施策の方向⑤に記載されてい

る「元気なうちから」の必要性を物語っていると思う。こうい

った内容が盛り込まれれば、より施策の方向の説得力が増すの

ではないかと思われる。 

 

（県央保健所、医療政策課） 

介護医療院での調査結果をご教示いただき、ありがとうございます。 

実施の場への本人参加が進んでいない状況と、更には施設入所の段階

では、既に自身の意志を明示することができない状態であることも示唆

しており、元気なうちから、本人家族と終末期について話し合っておく

ことの重要性が表れている結果であると推察しました。 

大田圏域における調査、介護医療院での調査のいずれもＡＣＰ普及啓

発の重要性を示しており、具体的な方策を関係機関で検討していく必要

があると考えます。 

 記載につきましては、圏域記載欄であることを踏まえ、素案のとおり

とさせていただきますが、いただいたご意見は関係機関と共有し、圏域

におけるＡＣＰ普及啓発の取組を進めてまいります。 

 

37 

第６章 健康なまちづくりの推進 

 

（医療審議会委員） 

・第６章「健康なまちづくり」は、県民の健康長寿を実現するた

めのものであり、県民一人ひとりがこの内容を理解する必要が

ある。より分かりやすい解説資料を作成して各種出前講座や学

校等で配布し PRすべきではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（健康推進課） 

県民の皆さまに理解していただけるよう工夫をした計画のダイジェ

スト版を作成し、啓発に努めてまいります。 
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38 

第６章 第１節 健康長寿しまねの推進［健康長寿しまね推進計

画］ 

（1）住民主体の地区ごとの健康づくり活動の促進～推進すべき柱

1 

 

（医療審議会委員） 

・「健康づくりに関する協議会を実施している市町村は 18 市町村

と増加しており･･･」と記載されているが、合併後何年との比較

なのか。現在、19市町村のうち、未設置の市町村があるという

ことか。 

 

（健康推進課） 

平成の大合併（平成 11～平成 22年）後、2年後の平成 24年（2012）

年度 15市町村との比較です。 

なお、協議会未設置の市町村でも地区での健康づくりの組織化がされ

ています。 

 

39 

第６章 第１節 健康長寿しまねの推進［健康長寿しまね推進計

画］ 

 

（医療審議会委員） 

・公民館で様々な健康づくり活動を行っているが、参加者はどの

活動もほぼ同じである。個人情報保護の観点から、個別に参加

のお誘いをすることも難しい状況にある。 

 

（健康推進課） 

現状をお伝えいただき、ありがとうございます。 

市町村では、公民館単位の地区組織に住民の健康づくり組織を設けて

推進を図っている市町村もあります。それぞれの地域の社会資源等様々

な状況がありますので、地域の実情に応じた健康づくりを推進していき

ます。 

40 

第６章 第１節 健康長寿しまねの推進［健康長寿しまね推進計

画］ 

 

（医療審議会委員） 

・県民に健康づくりへの関心を持ってもらうことが重要であり、

施策の推進に当たっては、健康づくりのための環境整備は重要

であるが、特に、県民の健康意識の向上や、生活習慣の改善に

向けた意識づけについて、有効な施策を実施すること。 

 

 

 

 

（健康推進課） 

県民に健康づくりへの関心を持ってもらえるよう、健康長寿しまね推

進会議を母体に様々な機会を通じて周知を図ってまいります。 

今の健康づくりに何か１つ取り組みを付け加える「＋１（プラスワン）

活動」として、3つのキャッチコピー「あと塩分マイナス１ｇ」「あと野

菜プラス 70ｇ」「あと 10分！あと 1,000歩！すきま時間に ちょいトレ

チャレンジ」を作成し、生活習慣の改善に向けた意識づけを引き続き行

ってまいります。 
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41 

第６章 第１節 健康長寿しまねの推進［健康長寿しまね推進計

画］ 

 

（医療審議会委員） 

・がん啓発サポーターが 13人、８団体とあるが、この団体とは何

を指しているのか。各事業所なのか、福祉関係、経済団体等総

枠なのか伺いたい。ボランティアで啓発活動を行なっている団

体としてがんサロンなどもある。 

 

（健康推進課） 

県では、がんの知識や自らのがんの経験を活かした啓発活動を行う意

志のある方に「がん検診啓発サポーター」に登録いただき、県や市町村

の啓発活動に協力いただいています。 

記載している「団体」には、「がん検診啓発サポーター」として、登録

いただいている、がんサロンやボランティア団体、事業所等があります。 

 

 

42 

第６章 第１節 健康長寿しまねの推進［健康長寿しまね推進計

画］ 

 

（医療審議会委員） 

・「小さな拠点づくり」とは、補助制度を活用して地域の活性化を

目指すものと理解していた。確かに地域住民の健康あってこそ

だと思う。健康づくりは必要であるので、一体化を図り健康長

寿の島根を目指してもらいたい。 

 

（健康推進課） 

「小さな拠点づくり」等、地域と関りのある関係機関と連携を図りな

がら健康づくりを進めてまいります。 

 

43 

第６章 第１節 健康長寿しまねの推進［健康長寿しまね推進計

画］ 

 

（パブリックコメント） 

・「タバコ病による早死にを無くするための取り組み」をよりいっ

そう進めていくこと。 

・「受動喫煙の危害ゼロの施策」をよりいっそう進めていくこと。 

 

（健康推進課） 

島根県では、たばこ対策を推進するため、平成 16年 2月に「島根県た

ばこ対策指針」を策定し、「20歳未満の者の喫煙防止」、「受動喫煙防止」、

「禁煙サポート」、「普及啓発」を４つの柱とした取組を、関係機関と連

携して進めています。 

健康長寿しまね推進計画の基本目標である健康寿命の延伸に向け、引

き続き、喫煙率低下のための取組や、望まない受動喫煙を防止するため

の取組を進めてまいります。 

 

 

 

 

 



- 33 - 

 

No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

44 

第６章 第２節 健やか親子しまねの推進［健やか親子しまね計

画］ 

 

（医療審議会委員） 

・不登校の児童・生徒は、自ら健康のための行動をとることが難

しい。このような子どもが増えている中、どのように介入して

いくのか。 

 

（健康推進課） 

学校だけではなく、地域支援者も家庭とつながることで、その児童生

徒の個々にあった形で情報を発信し、行動変容につながるよう支援して

まいります。ご意見を参考に推進に努めます。 

 

 

 

 

45 

第６章 第２節 健やか親子しまねの推進［健やか親子しまね計

画］ 

 

（医療審議会委員） 

・スクールカウンセラーの案内が十分に届いていないのではない

か。子どもによってはスクールカウンセラーの顔を知らないと

いう話も聞く。せっかくの制度であるので、活用がより進むと

よい。 

 

（健康推進課） 

スクールカウンセラーのさらなる活用に向けて、ＰＴＡ総会等でスク

ールカウンセラーを紹介したり、授業等で心理教育を行ったりすること

で、スクールカウンセラーの顔が見える関係づくりに努めるよう市町村

に周知するほか、相談に対する子どもたちの抵抗感を減らすために、教

員に対して相談しやすい雰囲気づくりを行うよう啓発してまいります。 

 

 

 

46 

第６章 第２節 健やか親子しまねの推進［健やか親子しまね計

画］ 

 

（医療審議会委員） 

・妊娠に関する知識について、教育現場では様々な制約があり教

えにくい。一方で、教科書を読むだけでは十分に伝わらないこ

ともあるため、必要な知識をどのように埋めていくか検討が必

要。 

 

 

 

 

 

 

（健康推進課） 

教育分野だけでなく医療や保健等の分野も協力をし、学校における指

導の充実を促進します。特に妊娠前からの健康管理（プレコンセプショ

ンケア）の視点から啓発できるよう連携してまいります。 
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47 

第６章 第２節 健やか親子しまねの推進［健やか親子しまね計

画］ 

 

（医療審議会委員） 

・子育て世代包括支援センターからの情報が地域へ届いていな

い。子どもと直接つながっている民間事業者に対して、公民館

を経由するなどして、情報を提供してもらうと様々な関わりが

できるのではないか。 

 

（健康推進課） 

今後、子育て世代包括支援センターの機能強化を目指すうえで、具体

的な１つの手段としてご意見を参考にいたします。 

 

48 

第６章 第２節 健やか親子しまねの推進［健やか親子しまね計

画］ 

 

（市町村） 

・「企業には不妊治療についての理解促進や仕事をしながら不妊

治療を受ける上での相談窓口の周知や体制の整備が求められま

す。」とあるが、「企業に対する相談窓口」との捉えで間違いな

いか。 

 

（健康推進課） 

不妊治療と仕事の両立支援に関する相談窓口として、島根産業保健総

合支援センター（さんぽセンター）やしまね妊娠・出産相談センターな

どがあり、企業や当事者からの相談に対応しています。こうした相談窓

口を企業に周知し、不妊治療への理解促進を図ってまいります。 

 

49 

第７章 第１節 医師の確保・育成［医師確保計画］ 

４医師確保の方針・施策の方向 （６）施策の方向 

 

（市町村） 

・医師偏在への対応、機能分化・相互連携に対する具体的取組に

ついて明記されたい。P388(4)「医師確保の方針」で、表 7-1-14

に「医師の地域偏在や診療科偏在への対応」の記述があり、ま

た、表 7-1-15に医師多数区域では「機能分化と相互連携により

効率的な医療提供体制を構築する」とあるが、必要な医師数が

確保されても、機能分化や相互連携の調整がなされなければ偏

在の解消は難しいと考える。「施策の方向」おいても偏在解消に

向けた取組として機能分化や相互連携等を明記し、調整を行う

こと。 

（医療政策課） 

医療機関の機能分化や連携については、第５章第１節１．医療連携体

制の構築（P.37～）を中心に記載しており、二次医療圏で開催されてい

る地域医療構想調整会議等により、将来に向けた医療機関間の連携と役

割分担の在り方について検討するなど明記していますので、これに基づ

いて取り組んでまいります。 
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第７章 第１節 医師の確保・育成［医師確保計画］ 

 

（保険者協議会） 

・医師不足解消に向け、これまでの取組にとどまらず、他地域の

状況を踏まえながら医師確保対策を強化すること。 

 

（医療政策課） 

４(６)施策の方向（P.390～）に記載しているとおり、これまでに実施

してきた取組を引き続き実施してまいります。加えて総合診療医の育

成・確保や医師の働き方改革を踏まえた医療従事者の勤務環境の改善、

子育て支援等を強化していきたいと考えています。 

引き続き、他の都道府県の施策も参考にしながら、関係機関と連携し

医師確保に努めてまいります。 
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第７章 第１節 医師の確保・育成［医師確保計画］ 

 

（地域医療支援会議） 

・二次医療圏ごとに医師偏在指標を算出しているが、実際に、医

師多数区域であっても、深刻な医師不足が課題となっている地

域がある。実態がきちんと伝わるよう、より具体的に記載すべ

き。 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師統計では、本県の医師数は増加

していますが、面積あたりの医師数密度を見ると、出雲圏域以外のすべ

ての圏域で全国を下回っています。 

また、65歳以上の医師の割合が、特に診療所医師に増えてきており、

高齢化も課題となっています。 

さらに、県内の病院及び公立診療所を対象とした勤務医師実態調査に

おいても、常勤医師数は近年増加傾向にありますが、高齢化が進行し、

診療科偏在、圏域ごとの偏在がみられることがあり、こうした状況は、

３(1)現状と課題（P.366～）、それぞれの圏域については、７.各圏域の

現状、課題（P.404～）に記載しているところです。 

医師多数区域においても、医師確保を特に図るべき区域があることも

十分認識していることから、県独自に医師少数スポットを設定し、医師

少数区域と同様に対策を講じていくこととしています。 
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第７章 第１節 医師の確保・育成［医師確保計画］ 

 

（地域医療支援会議） 

・地域枠・地元出身者枠の医師が十分に期待に沿った活躍ができ

ていないのではないかと感じている。地域で勤務してもらうよ

う、もう少し強く働きかけられるよう取組が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療政策課） 

県と大学は、必要な地域枠を地域医療支援会議の協議を経た上で設

置・増員しています。これまでも、義務履行の従事年数等については奨

学金の返還免除条件として設定していましたが、令和４年度入学から

は、出願要件においても従事年数を明記し、限定的な離脱要件を設定す

るなど制度を強化しています。 

また、４(６)２）キャリア形成プログラム、キャリア形成卒前支援プ

ランの運用（P.391）に記載しているとおり、令和４年度策定した地域枠

等の学生を対象としたキャリア形成卒前支援プランを活用し、大学や医

療機関と連携して各種プロジェクトを実施することによって、地域医療

に貢献するキャリアを描けるよう支援します。 

さらに、しまね地域医療支援センターでは、令和元年度に策定したキ

ャリア形成プログラムを活用しながら、専任医師とともに対象医師と面

談し、医師少数区域等を含めた県内医療機関での義務履行や臨床・専門

研修の選択などの将来計画（キャリアプラン）の作成を進め、効果的な

配置調整を行うことで医師の偏在是正につなげていきます。 
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第７章 第１節 医師の確保・育成［医師確保計画］ 

 

（地域医療支援会議） 

・島根県では、国が示す医師偏在指標の算定式を当てはめるのは

無理がある。医師多数区域であっても実数としては不足してい

るなど、人口が少なく面積が広い島根県では、実効性のある計

画にはならないのではないか。県独自の考え方を整理するなど

検討が必要ではないか。 

 

（医療政策課） 

国が示す医師偏在指標の算定式には、全国ベースで医師の多寡を統一

的・客観的に比較・評価した指標で、へき地等の地理的条件（面積）は

考慮されておりません。 

従いまして、４(３)２）医師少数スポットの設定（P.387）に記載して

いるとおり、医師多数区域であっても、中山間地域の医療を守る観点か

ら面積や地域の実情を考慮し、県独自で、医師の確保を特に図るべき区

域を医師少数スポットとして設定し、対策を講じていくこととしていま

す。 
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第７章 第１節 医師の確保・育成［医師確保計画］ 

 

（地域医療支援会議） 

・総合診療医の育成は重要であるが、併せて臓器別専門医の育成

も進める必要がある。 

また、国が示す医師確保計画ガイドラインは島根県に当てはめ

るのはやや無理があるが、これに則った形としたうえで、プラ

スアルファの指標、例えば、開業医の年齢や診療科、拠点病院

までの距離などの分布を踏まえた医師の偏在について検討すべ

き。 

 

 

 

 

（医療政策課） 

ご指摘のとおり、中山間地域・離島において、患者を幅広く診察する

総合診療医のニーズが高まっていますが、一方で県内の医療提供体制を

確保するためには、高度・専門的な医療を担う臓器別専門医の養成は非

常に重要と考えています。新専門医制度において、県内の専門研修プロ

グラムで研修を始める専攻医は、令和５年度は 40 人、令和６年度は 57

人（見込）と増えてきており、４(６)８）専攻医、指導医の確保（P393）

に記載しているとおり、研修プログラムの魅力化等により、引き続き専

攻医の確保に取り組んでいきます。 

また、人口をベースとした指標だけで医師の偏在を評価することは問

題と認識しており、そのために、県独自で医師少数スポットを設定して

いるところですが、ご提案のありました診療所医師の状況や診療科毎の

年齢、拠点病院までの距離などを考慮した分析も含めて引き続き検討し

ていきたいと考えています。 
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第７章 第２節 薬剤師の確保・育成［薬剤師確保計画］ 

（７）施策の方向 ２）新たな取組の検討 

 

（市町村） 

・少数薬剤師の病院においては新卒薬剤師の育成が困難であるた

め、新卒薬剤師の応募や採用が難しい状況にある。県或いは圏

域において新卒薬剤師を育成・支援するシステム・体制構築を

検討すること。 

 

 

（薬事衛生課） 

今後、薬剤師確保計画の新たな取組を検討することとしており、ご意

見としていただいた新卒薬剤師を育成・支援するシステム・体制構築に

ついても参考とさせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 38 - 

 

No 意見の概要 意見に対する考え方・対応 

56 

第７章 第２節 薬剤師の確保・育成［薬剤師確保計画］ 

 

（地域医療支援会議） 

・調剤薬局との競合により、病院薬剤師の確保が困難になってき

ている。病院と調剤薬局の充足率が同程度であることに違和感

があるが、どのように算出しているのか。 

 

（薬事衛生課） 

薬剤師確保計画における充足率については、平成 30(2018)年から県で

実施しております、「薬剤師実態調査」により病院及び薬局の薬剤師の

需給状況を確認しております。 

なお、充足率（％）については、（現薬剤師数）/（必要薬剤師数）×

100 で算出しています。 
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第７章 第２節 薬剤師の確保・育成［薬剤師確保計画］ 

 

（地域医療支援会議） 

・薬剤師についても地域偏在があり、県西部では足りない状況に

ある。県薬剤師会として、これまでも「誘う」に関連する事業

に取り組んできている。即効性がある対策にはなりにくいが、

薬剤師が地元に戻って働くことができるように継続して取り組

んでいきたい。 

 

（薬事衛生課） 

ご意見にあるように、病院及び薬局の薬剤師については、十分に確保

されていない状況です。 

県では、これまでに県薬剤師会と連携し、「薬剤師を目指す者を増やす

（誘う）」と「しまねで働く薬剤師を増やす（呼び込む）」の２つの視点

から薬剤師確保に取り組んでまいりました。 

今後も引き続き、県薬剤師会等の関係機関と連携し、薬剤師確保に取

り組んでまいります。 

 

58 

第７章 第３節 その他の保健医療従事者の確保・育成 

 

（地域医療支援会議） 

・在宅医療の充実が求められる中、専門性の高い人材の育成とと

もに、活用に向けた仕組みづくりも進めていく必要がある。 

 

（医療政策課） 

 在宅医療提供体制の充実を図る中で、専門性の高い人材の育成ととも

に、活用に向けた仕組みづくりを進めていく必要があると考えます。 

 特定行為研修を修了した看護師の養成については、新たに病院と訪問

看護ステーションにおける目標人数を定めて記載しています。 

 在宅医療における特定行為研修修了者の活用については、「第５章第

２節疾病・事業ごとの医療提供体制の現状、課題及び施策の方向」の「12 

在宅医療」にて記載しています。 
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第８章 第３節 保健医療計画の周知と情報公開 

 

（医療審議会委員） 

・4 行目に「計画の策定趣旨と施策について県民に理解していた

だく」、7行目に「県民に計画の周知を図ります」と記載されて

いるが、現状では専門機関・関係機関・関係団体・住民組織代

表等で構成する検討会議での情報提供であり、県民が理解する

状況に至っていないと感じる。また、医療計画に記載されてい

る地域医療を支える医療機関及び医療従事者等の問題につい

て、県民自身が自分達の問題として具体的に受け止められてい

ない状況と感じる。これらに対応していくためには、県民運動

としての動きを作っていく必要があると考える。ついては、次

の２文を追記すべき。 

● 若年医師が地域で働き続けるために、医学生等が地元で働

く意欲が持てるために、行政と県民が連携した「まちづくり

（地域づくり）」を推進していきます。 

● 医療を支える県民の意識づくりが重要です。県民自身が病

気にならない生活習慣改善行動、かかりつけ医師・かかりつ

け歯科医師・かかりつけ薬剤師を持ち、適切な医療受診行動

が図られるように啓発活動を推進していきます。 

 

（医療政策課） 

ご意見のとおり、計画の推進に当たっては、医療を受ける立場であ

る県民の皆様に、地域の医療提供体制の現状や課題等を理解していた

だくことが重要です。 

具体的な方策として、地域医療の置かれている状況やこれから目指

す医療のあり方について、県、市町村、医療・介護関係者等が協力し

て、住民の理解を深める取組を進めるほか、かかりつけ医を持つこと

や上手な医療機関のかかり方など、住民に求められている役割につい

ての普及啓発に努めること等を計画中に記載しています。 

 

 

 

３．その他 

・誤字脱字等指摘箇所について、字句を訂正します。 

 


